
１． 重要な会計方針

(1)  有価証券の評価基準及び評価方法

満期保有目的の債権…償却原価法(定額法)によっている。

(2)　棚卸資産の評価基準及び評価方法

総平均法による原価法（貸借対照表価格は収益性の低下による簿価切下げの方法により算定）

(3)　固定資産の減価償却の方法

① 有形固定資産　定額法（リース資産を除く）

② 無形固定資産　定額法（リース資産を除く）

(4)　引当金の計上基準

・貸倒引当金

債権の貸倒に備えるため、回収可能性を評価して計上している。

・賞与引当金

職員に対する賞与の支給に備えるため、支給見込額のうち当期に帰属する額を計上している。

・退職給付引当金

・役員退職慰労引当金

内規に基づく退職金見積額をもって計上している。

(5)　キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲

資金の範囲には、現金及び現金同等物を含めている。

(6)　消費税等の会計処理

消費税の会計処理は、税抜方式によっている。

(7)  税効果会計の適用について

財務諸表に対する注記

　なお、自社利用のソフトウェアについては、社内における利用可能期間(5年)に基づく定額法を採用

している。

　従業員の退職給付に備えるため、当期末における退職給付債務及び年金資産に基づき、当期末

において発生していると認められる額を計上している。

　なお、退職給付債務は期末自己都合要支給額に基づいて計算し、会計基準変更時差異(224百万

円)は15年で費用処理している。

　税引前の当期一般正味財産増減額と法人税等の金額を合理的に期間対応させ、より適正な当期正味

財産増減額を計上することを目的として税効果会計を適用している。
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２． 基本財産の増減額及びその残高

基本財産の増減額及びその残高は、次のとおりである。

(単位:円)

３． 基本財産の財源等の内訳

基本財産の財源等の内訳は、次のとおりである。

(単位:円)

４． 担保に供している資産

(1)  資　産　（帳簿価額）

(単位:円)

(2)  上記に対する借入金

(単位:円)

１年以内返済予定福祉医療機構借入金

５． 満期保有目的の債券の内訳並びに帳簿価額、時価及び評価損益

満期保有目的の債券は、保有しておりません。

６． 補助金等の内訳並びに交付者、当期の増減額及び残高

補助金等の内訳並びに交付者、当期の増減額及び残高は、次のとおりである。

(単位:円)

寄付金

遺贈3件

入居者等5件

補助金等

聖隷福祉事業団他９件

合　　　　　　　　　計

10,074,480,033合 計

増加額の名称

－－

貸借対照表上当期末

福 祉 医 療 機 構 借 入 金

90,000,000

交付者

当期

90,000,000 －

前期末

90,000,000

－

9,146,948,919

減少額

当期

－

14,614,465

18,849,655,127

45,836,000

469,165,506

2,034,985,569

合　　　計

１年以内返済予定銀行借入金

8,713,634,027

0

629,465,949

銀 行 借 入 金

合 計

建 物 付 属 設 備

412,529,608

(90,000,000)合　　　計 629,465,949

29,598,274,723

建 物

土 地

定 期 預 金

残高

626,080,38690,000,000

－

科　　　　目 当期末残高

(90,000,000)

基 本 財 産

－

629,465,949 0

(うち指定正味財

産からの充当額)

(539,465,949)

14,614,465

629,465,949－

当期末残高

定 期 預 金

科　　　　　目 前期末残高 当期増加額

基 本 財 産

－629,465,949

611,465,921

－

611,465,921

626,080,386

指定正味財産

残高

(うち一般正味財

産からの充当額)

(539,465,949)

629,465,949

当期減少額

の記載区分

－９－



７． キャッシュ・フロー計算書の資金の範囲及び重要な非資金取引

(1)  現金及び現金同等物の期末残高と貸借対照表に掲記されている金額との関係は以下のとおりである。

(単位:円)

現金預金勘定 現金預金勘定

(2)  重要な非資金取引は、以下のとおりである。

円ある。

８． 退職給付関係

(1)　採用している退職給付制度の概要

確定給付型の制度として退職一時金制度を設けている。

(2)  退職給付債務及びその内訳

(単位:円)

① 退職給付債務

② 年金資産

③ 会計基準変更時差異の未処理額

④ 退職給付引当金(①＋②＋③)

(3)  退職給付費用に関する事項

(単位:円)

① 勤務費用

② 会計基準変更時差異の費用処理額

③ 退職給付費用(①＋②)

(4)  退職給付債務等の計算の基礎に関する事項

(5)  会計基準変更時差異の処理年数　　15年

９．　税効果会計関係

(1)  繰延税金資産の発生の主な原因別の内訳

(単位:円)

賞与引当金繰入限度超過額

事業所税

貸倒引当金繰入超過額

未収預金利息

繰延税金資産（流動資産）

一括減価償却の償却限度超過額

繰延消費税の超過額

役員退職慰労引当金繰入限度超過額

退職給付引当金繰入限度超過額

貸倒引当金繰入超過額

入居前受金

評価性引当額

長期繰延税金資産（固定資産）

繰延税金資産合計

3,041,726,365現金及び現金同等物 2,329,800,852

789,466,645

△977,233,430

現物により寄付を受けた固定資産が

54,653,050

39,679,879

6,328,128,713

△97,927,755

87,008,617

755,050

34,246,031

88,619,398

897,684

14,973,171

現金及び現金同等物

2,361,535,507

当期末

△1,857,774,032

681,901,207

593,281,809

8,169,859

△41,953

18,828,644

20,319,800

　退職給付債務の計算に当たっては、退職一時金制度に基づく期末自己都合要支給額を基礎として計

算している。

現物により寄付を受けた固定資産が

89,839,030

△4,000,000,000

1,672,139

△5,100,000,000

1,646,195

前期末 当期末

8,140,080,170

7,956,000

預入期間が3ヶ月を超える定期

貯蔵品に含まれる商品券等現金同等物

預入期間が3ヶ月を超える定期

貯蔵品に含まれる商品券等現金同等物

3,697,850 円ある。 145,000

前期末
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(2)  法人税法上の非収益事業と収益事業の区分

(単位:円)

税引前当期一般正味財産増減額（Ａ）

法人税、住民税及び事業税（Ｂ）

法人税等調整額（Ｃ）

法定実効税率

（調整）

法人住民税均等割

評価性引当額の増減

10． 重要な訴訟事件等

　平成25年9月末日をもって、新湯河原温泉開発株式会社との温泉供給契約を終了し保証金の返還請

求を行ったが、保証金の返還が履行されなかったため、平成26年2月14日付、横浜地方裁判所に保証

金の返還を求める訴訟を提起していた。

　平成27年4月15日付の判決により、当財団の勝訴となったが、新湯河原温泉開発株式会社は、東京高

等裁判所に控訴している。

　なお、昨年に引き続き、保証金の返還不履行に備え、22,500千円の貸倒引当金を計上している。

531,186,370

△209,632,355

1,139,898,046

-

(3)  法人税法上の収益事業に係る法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との差異の原

因となった主な項目別の内訳

608,711,676

項　　　　　　　目 収益事業非収益事業

- 463,800

税効果会計適用後の法人税等の負担率

交際費等永久に損金に算入されない項目

37.1%

608,711,676

0.1%

率項      目

当期一般正味財産増減額（A）-（B）-（C）

463,800

-65.1%

-102.4%

0.1%

322,017,815 930,729,491

合　　　計

△209,632,355
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